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（単位：千円）

№
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飯豊中学校暖房機器更新事業

北上北中学校給水ポンプ更新事業 3,500

事項

地域情報システム整備事業

プレミアム付商品券事業（国補正）

地域介護・福祉空間整備等施設整備補助金

地域介護・福祉空間整備等施設整備補助金（国補正）

岩手中部水道企業団出資金

北上済生会病院新病院建設支援総合補助金

担い手確保・経営強化支援事業費補助金（国補正）

展勝地公園整備事業

3,000

12,359

72,392

37,339

25,723

市営鳩岡崎住宅改修事業

黒沢尻西小学校受水槽更新事業

37,809

5,170

2,400

繰越額

5,184

6,264

8,844

13,759

80,459

370,720

小学校トイレ便器洋式化推進事業

中学校トイレ便器洋式化推進事業

12,359

110,204

55,986

5,170南中学校特別教室棟屋根改修事業

2,400

3,500

13,759

305,205

370,720

37,339

62,480

165,468

総額

33,064

6,264

8,844

事業費確定に伴う減

１　補正予算概要

852,165

268,090 △ 14,651

後期高齢者医療特別会計
　　　補正予算（第３号）

事業費確定に伴う減
電気事業特別会計
　　　補正予算（第２号）

△ 16,567

　　ア　追加（一般会計）

41,956,558

7,597,636

 (2)　継続費補正

165,435

※　このほか下水道事業会計補正予算（第４号）を提案

△ 314 48,370
宅地造成事業特別会計
　　　補正予算（第２号）

148,868

駐車場事業特別会計
　　　補正予算（第２号）

866,923 △ 14,758

 (1)　歳入歳出補正 （単位：千円）

一般会計
　　　補正予算（第８号）

補正後補正前

国民健康保険特別会計
　　　補正予算（第３号）

介護保険特別会計
　　　補正予算（第３号）

事業費確定に伴う減

7,490,514 107,122

1,566,534 △ 9,092

農業集落排水事業特別会計
　　　補正予算（第３号）

7,804,970

決算見込みに伴う増

1,557,442

平成31年２月14日　議会全員協議会資料
財務部財政課平成30年度２月補正予算の概要について

42,696,440

会計名

253,439

補正 摘要

「２　一般会計の主な内容」を参照△ 739,882

48,684

決算見込みに伴う増

決算見込みに伴う増

事業費確定に伴う減

事業費確定に伴う減

90,154 7,895,124

 (3)　繰越明許費補正

工業団地事業特別会計
　　　補正予算（第４号）

　　ア　変更（一般会計） （単位：千円）

2,132,446 42,487 2,174,933

平成29年度

総額

補正後

年度 金額

1 北工業団地雨水排水施設整備事業

平成29年度 50,000

平成30年度

№ 事項
年度 金額

補正前

296,100

246,100

総額

7,000

50,000

平成30年度 220,500

総額 270,500

平成31年度
（仮称）新中央学校給食センター建
設事業

平成30年度

総額 7,72812,268

2

5,268 平成30年度 3,222

平成31年度 4,506

1



　　イ　変更（一般会計）

1

　　ウ　変更（工業団地事業特別会計）
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18,436 18,436

担い手確保・経営強化支援
事業費補助金（国補正）

0 37,339

39,500社会教育施設整備事業債

△ 195,900

設計内容の精査修正及び入札による減

国の補正予算に対応し、低所得者・子育て世帯
に商品券を販売するための事務費（国10/10）

△ 104,300

補正後

107,300

10,000

641,900

88,800

1,953,300

214,300

43,500

106,300

公園整備事業債

市営住宅整備事業債

公共交通車両整備事業債

641,800

291,400

7,700

河川整備事業債

起債の目的

総額 繰越額 総額

（単位：千円）

（単位：千円）

事項
補正前

繰越額

法人市民税　現年課税分

病院整備事業債

補正後

小学校整備事業債

91,500

 (1)　歳入

239,400

31,000

最終処分場整備事業債

№

摘要
（単位：千円）

普通貸借又は証券発行・
2.0％以内

28,600商工施設整備事業債

観光施設整備事業債

道路整備事業債

起債の条件等

国の補正予算に対応し、認知症グループホームに非
常用自家発電設備を整備するもの（国10/10）

13,759

37,339
国の補正予算に対応し中心経営体に対し農業用機械
等の導入を支援するもの（国10/10）

0

6,264

533,000

13,759

6,264

1,953,300

229,840

428,700

項目 補正前

収入見込みによる増

土地売払収入

829,840

補正 補正後

ふるさと寄附金の平成30年（１月～12月）金額
確定による増

600,000

収入見込みによる減

700,000 850,000

△ 90,578 116,748

1,472,071

補正

№

放送設備整備事業債

　　ア　変更（一般会計）

限度額

補正前に同じ

起債の条件等

236,400

2,149,200

限度額

補正前

 (4)　地方債補正

補正後

29,800

105,800

収入見込みによる増

5,500

63,300

29,600

172,700

293,300

40,600

4,600

37,900

体育施設整備事業債 252,000

項目

207,326

2,149,200

 (2)　歳出

補正前

２　一般会計の主な内容

129,4421,342,629

成田黒沢尻線整備事業

0

摘要

ふるさと寄附金 150,000

地域介護・福祉空間整備等
施設整備補助金（国補正）

道路整備事業債

地域振興基金積立金

（単位：千円）

成田黒沢尻線、上江釣子補助幹線等の事業費精
査による減

プレミアム付商品券事業
（国補正）

1,287,536

県営農業基盤整備事業債

18,436 11,062

237,700

事項

中学校整備事業債

東部地区統合小学校建設事業

1,345,924北上工業団地整備事業

総額

補正前

（単位：千円）

総額 繰越額

補正後

1,387,5111,267,700

繰越額
№

2



繰越明許費補正「地域情報システム整備事業」について 

２ 電波伝搬調査の状況 

３ 改善方策 １ 電波伝搬調査及び放送施設等設置工事設計業務委託の概要 

○契約期間 平成30年11月30日～平成31年3月29日 
○委託先  特定非営利活動法人日本地域放送支援機構 

【検討のポイント】 
 

① 新中継局を整備することにより、送信所や新中継局との 
 間に電波干渉域が発生する。 
 

② 電波干渉域には受信ノイズが発生するため、苦情が出た 
 場合、放送事業者が受信対策（屋外アンテナの設置）を 
 行う義務を負う。 
 

③ 電波干渉を前提に設計することになるため、東北総合通 
 信局に逐一相談しながら、「新中継局の設置場所」、「送 
 信所の送信方向、出力等の調整」、「受信対策が必要な区 
 域、費用」を検討していく必要がある。 

平成31年２月14日 議会全員協議会資料 
企画部都市プロモーション課 

・電波が弱い地点が連続している、市の西側（和賀町内）と北側 
 （飯豊地区、更木地区）に新中継局を整備することが有効。 
 

・市の南側（稲瀬地区）は、電波の弱い地点が連続していないため、 
 これから行う調査の結果を基に、方策を検討。  
 
 

(1) 内容 
 

 ○車両に搭載した自動電界強度測定器による市内主要道路上での 
  電界強度の測定 
 ○設計エリアと実際の受信エリアとの差異の検証 
 
(2) これまでの状況 
 

 ①自動電界強度測定器による測定結果 
 

 ・送信所から発する電波の受信エリアは、激しい土地の起伏が 
  影響して、設計よりも狭く（特に西側が狭く）なっている。 
 ・口内中継局から発する電波の受信エリアは、設計どおりと 
  なっている。 
 
 ②送信所エリア内の受信評価 
 

  カーラジオや高感度の防災ラジオ（屋外聴取）では、ほぼ 
 全域で普通に聴こえる状態であるが、ポータブルラジオでは 
 聴こえが悪いエリア（市の西側と北側）を確認した。 
  
(3) これからの予定 
 

  市の南側（稲瀬地区）の電界強度を詳しく測定する。 
   

４ 今後のスケジュール 

 契約期間を３か月延長（平成31年６月28日まで）し、事業費を
繰越明許する。 
 

平成31年３月  事業費繰越明許、変更契約 
平成31年６月  業務完了 
平成31年７月  国への補助金申請 
平成31年９月  整備工事予算を補正予算に提案 
平成31年10月  整備工事入札・契約 
平成32年６月  整備工事完成 

 設計エリアよりも西側の受信エリアが狭かったことで、新中継局
の配置検討、干渉域の調整に時間を要することとなり、現在の契約
期間での業務完了は困難な状況。 
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